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教員養成課程のグローバル化の実践と評価

国外大学との協働学修プログラム

百合田真樹人鳴根大学教育学部)

キーワード:教員養成教育グローバル化国際教育協働学修カリキュラム評価

2 問題設定をめぐるパラダイム~制度論

から学修主体に立脚した問題認識へ

東京学芸大学教員養成カリキュラム開発セン

ター編(2008)の「東アジアの教師はどう育つ

か」は,教員養成教育における国際教育の実態

と課題を体系的にとらえようとした貴重な先行

研究である。同書第Ⅲ部第 1章のなかで,平

成19年度に東京学芸大学が国外派遣した学生

数は28名であり,そのうち教員養成課程の学

生は 5 名(教員養成課程学生全体の0.18%)

であったとの報告がある。この章を執筆した上

杉は,教員養成課程学生の国外派遣が,教員養

成課程以外の学生の派遣数(全体の099%)を

大きく下回る背景課題を,以下の 3点にまと

めている。

第 1に,我が国の義務教育を担う教師を目

1 はじめに

平成17年度に国際的な教育活動を推進する

ことを目的に始まった「戦略的国際連携支援

(国際化推進プログラム)」から10年が過ぎた。

全国の教員養成系大学・学部においても,国外

の大学・学部と連携協定を締結し,国際交流及

び国際連携(以下,国際教育)活動が推進され

てきた。しかし,教員養成カリキュラムにおけ

る国際教育の位置づけは,未だ十分に検討され

ていない。このため,教員養成教育における国

際教育活動の有効性を客観的に評価し,その向

上に資する理論的・実証的研究も我が国では発

展途上の段階にある。

こうした現状から,まず国際交流・国際連携

活動を活用した国際教育の対象である学生と,

その教育を担う教師教育者の課題を明らかにす

ることを目的に,(1)勤務校の教員養成課程学

生の国外渡航への関心,情報アクセス態度,国

際教育に期待する事項を調査した。そのうえで,

②勤務校の教育学部教員を対象にした国際的

関心の程度を調査した。さらに,(3)これら

(1)(2)の調査分析結果をもとに,教員養成力

リキュラムとしての国際教育の在り方を検討し,

現状の課題に応答する国際教育プログラムを開

発・実践した。
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本稿は,このプログラム設計にあたり意図し

た事項とプログラムの特色,さらにその効果を

検討した結果を報告する。(教員養成教育にお

ける国際教育の意幾は重要な論点ではあるが,

紙数の都合から本稿では言及しない。ただし,

国際教育の意菱をめぐる主要な論点は,日本教

師教育学会第29回年次大会で示しており,現

在,論文化を進めている)。



指す学生と,教員養成教育を担う大学教員(=

教師教育者)の双方が,外国語能力1の有用性

・有意性を認識していない可能性があること。

第2 に,教員養成カリキュラムにおける現場

体験・実習の拡大による制度的課題。つまり,

国外派遣を伴う国際教育活動を実施した場合に,

4年の年限で卒業単位を取得することがカリ

キュラム上困難であるという課題。そして第3

に,「教員養成と海外留学という二つの教育活

動を明確に結びつけてその教育効果を追求する

という戦略の欠如」(164)という課題が指摘さ

れている。

上杉が指摘する課題は,教員養成のカリキュ

ラムと制度とをめぐるシステム側に立脚した問

題認識に基づいている。教員養成教育のグロー

バル化対応を要求した中央教育審議会答申(平

成24年8月28日)も同様に,教員養成に係わ

る制度的課題の改善による国外派遣の推進等の

方策を提示している。このように,教員養成の

文脈における国際教育をめぐる実践課題の多く

は,制度論的なパラダイムで認識されてきた。

教員養成教育のシステム的課題を克服すること

において,制度論的な検討は不可欠である。し

かし,制度的な課題の克服には時間的・予算的

な制約が大きい。このため,現在急速に進行す

る課題に迅速に応答することは難しく,教員養

成教育の国際化の取り組みが,社会のグローバ

ル化のスピードについていくことができていな

いという課題力巧美る。

育の在り方を検討することが求められる。この

ため,国際教育の対象である教員養成課程学生

の実態を把握するために,島根大学教育学部の

新入生を対象に,入学後1ケ月以内の時点で,

「在学中に旅行・観光を含む国外渡航を考えて

いるか」について平成25年度から継続的に調

査を実施してきた。また,この調査にあわせて,

社会の出来事(時事)を知るために用いるメ

ディア・りソース調査を並行実施している。

島根大学教育学部は教員養成目的学部である。

このため,少なくとも入学時には全ての学生が

教職志向を有していると考えられる。喫緊の平

成27年度調査は,調査対象学生の僅か7%の

みが,在学中に国外渡航することを積極的に検

討しているという結果を示した。さらに,7割

を超える学生は,在学中に国外渡航を検討して

いない(あいまいな否定:34%)か,全く関心

をもっていない(積極的な否定:37%)という

結果が示された(図 1)。この調査結果は平成

25年度からほぼ変わっておらず,教員養成課

程の学生の大部分は,入学時点からそもそもの

国外への関心が低いと断定できる。

次に,教員養成課程学生が時事情報を取得す

るために活用しているメディア種を調査した。

調査は,社会状況を知るために日常アクセスす

るメディア種について13の選択肢を用意し,1

3 国際教育をめぐる学生の意識態度

制度論的な問題認識のパラダイムを転換し,

国際教育に関わる主体(学修者・教師教育者)

側に立脚した問題認識のパラダイムから国際教

..
積極肯定

図1
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~5位までの部分順位回答法でおこなった。順

位回答結果は修正ボルダ得点法で点数に換算

(1位:ν(n-4)点,2 位:1バ"-3)点,3 位

1/(n-2)点,4 位:1/(n-D 点,5 位:1m 点,

n=5)した(図 2)。

調査の結果は,教員養成課程学生が社会状況

を知るためにアクセスするメディアが,優先順

位の高い方から(1)テレビ,(2)インターネッ

ト,(3)携帯電話,(4)友達,そして(5)親・保

護者と続いた。多くの学生がインターネット機

能のついた携帯電話(スマートフォン)を所有

している実態を考慮すると,テレビとインター

ネットとが捨抗していると考えられる。また,

順位回答で6位以下のメディア種を選択した

学生は圧倒的に少ない。この結果,教員養成課

程の学生が社会状況を知るためにアクセスする

メディア種が,身近で簡便なメディアに偏重し

てぃる可能性が示唆される。さらに,全国紙

地方紙を始め,インターネットを介した電子新

聞など,情報取得に何らかの積極的・主体的

(Actwe)行動を必要とするメディアを選択し

た学生は僅かであり,教員養成課程の入学生は,

社会の諸事象を知ろうとする行動に乏しく,受

動的な情報取得態度が顕著であることを示した。

これらの結果は,教員養成課程の新入生の

(旅行・観光を含む)国外渡航への関心態度が

そもそも低いことに加えて,自らの外的世界で

ある社会状況を知ることについても能動的態度

を示さないことを明らかにした。これらは,教

員養成教育のシステム的側面に立脚した問題認

識と,教員養成における国際教育をめぐる制度

論的検討が共有する前提にある誤謬を示唆する。

制度論的検討が導き出す国際教育の在り方論は,

国際教育が定着しない理由を学生の国際教育へ

の関心に応答するための制度上の不備を問題と

する。しかし実際には,教職志向をもつ学生の

相当部分が国外渡航への関心をもたず,自らの

外的世界を知ることに消極的(受動的)である。

システム的側面に立脚した問題認識に支えられ

た制度論的検討のみでは,こうした現状を克服

する方途として不足がある。

教員誓成課程のグローバル化の実践と評価
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4 国際教育をめぐる教師教育者の意識態度

先に,教員養成課程学生の国外渡航への関心

と,社会状況を知ることに対する態度を調査し

た結果を示した。ここでは,さらに教員養成系

,Yと 0不 6声'鄭冬久'乎゜彫ゞ

図2 社会状況を知るために日常アクセスするメディア種

1~5位まで順位付けした結果を修正ボルダ得点法で序列化)
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大学・学部で教育実践を担う教師教育者である

大学教員の側にある問題を明らかにすることを

目的に,平成26年度末に勤務校の教育学部教

員(助教以上全82名・回答率59.8%)を対象

に,研究・教育活動の国際化をめぐる意識・関

心調査を実施した。

自らの研究・教育活動の国際化に取り組むこ

とについて個々の教員の意識を,0 (無関心)

~10 (強い関心)のⅡ段階で調査した。この

調査項目に対する回答者全体の平均は5.8ポイ

ントだった(表 D。この回答結果にマーケ

ティング調査において商品やサービスへの消費

者の推薦度を1則定するNPS(Netpromoterscore)

を充当し,教員集団の研究・教育活動の国際化

に向けた主観的評価得点(NPS)を算出した。

NPSは100~▲100の値をとり,数値が正の値

ほど支持率が高い。 NPS換算した調査結果は

負の値(▲265)を示し,国際化への強い消極

的姿勢がみられた。この結果は,教師教育者で

ある大学教員が,自身の研究・教育活動を国際

化することについて消極的であることと,国際

化に積極的姿勢を示すのは一部の教員に過ぎな

いという現状を示す。

教師教育者が教員養成の国際化(国際的教育

の実践)に消極的であることは,調査を行った

島根大学教育学部に特有の傾向ではない。また

この傾向は,我が国に特有の現象でもない。

2000年代に大学教育の国際化を推進したアメ

り力では,教員養成課程にもカリキュラムの国

際化が強く要求された。しかし,全米400の教

育学部長および担当教員にインタビュー調査し

たSchneider(2006)は,教員養成課程の学生,

教員,そして組織自体が国際化に最も消極的であ

ることを;酎商した。さらに, hlS廿ωteofhltem血onal

Education(ⅡE)の調査は,教育学部生の国際教

育プログラム(S加dyAbroad)参加学生の割合

が,他学部の学生の参加率を下回ることを示し

た(図 3)。

表1 学部教員の国際的研究・教育活動
への関心態度

関心態度人数 NPSNPS
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研究・教育の国際化に関心があると回答した

教員(n=26)を対象に,機会があれば取り組

みたいと考えている活動を調査した(多項目複

数選択式)。今後取り組みたい国際的な研究

教育活動として最も多かったのは国外の研究者

との共同研究(20人・80%),次いで国際学会

での口頭発表(16人・64%),国際学会でのポ

スター発表(11人・44%),そして発表を含ま

ない国際学会への参加と研究機関や大学との協

働教育とが同数でそれぞれ8人(32%)だっ

た。教員養成系大学・学部の国際連携協定を結

んでぃる大学や研究機関との協定書に多く見ら

れる陌升究機関や大学との協働教育」への関心

は,選択肢のなかで最も低かった。

これらの結果は,教育学部で教育実践を担う

教師教育者である大学教員の大部分が(D教

研究の国際化に関心をもたないこと,さら
^

に(2)一部の関心を有する教員についても主に

研究活動における関心に限定される現状を示す。

この観点からも,国際教育などによる教員養成

教育の国際化を,単に制度論的パラダイムで検

討することには限界がある。換言すれば,教員

養成に係わる教育・研究の実践主体が国際化の

意義・意味を理解することなしに,教員養成教

育の国際化,および養成される教師の国際化を

図ることは不可能であり,問題認識におけるパ

ラダイムシフトが不可欠である

教員養成課程のグローバル化の実践と評価

況を知ることに消極的である点があげられる。

留学や国外研修などの国際教育の実効化には,

教員養成カリキュラムの制度的課題を検討する

だけではなく,これらの学生側の問題を克服す

る必要がある。このため,学生がもつ課題解決

を目的に,国外の大学(教育学音扮の正規科目

を誘致した。国外大学の正規科目を誘致し,国

内に居ながらにして留学・国外研修と類似した

協働学修を外国人学生とおこなう取り組みは,

これまでの国際交流・国際連携にはない新しい

国際教育のあり方だろう。ここでは,この教育

実践の特色および仕組み,そしてその効果を整

理して紹介する(図4)。

アメリカの大学の多くは,およそ3ケ月にわ

たる夏季休暇期間に夏学期(summ引Som郡ta)

を設定しており,多くの学生がこの期間に短期

集中(通常の学期のおよそ半分)で単位を取得

する。2000年代に大学教育の国際化が強く求

められたアメリカでは,この夏季学期に国外で

正規科目を開講する StudyAbroad (SA)プログ

ラムの強化がはかられた。現在では,教養教育

から大学院科目を含む多様な講義科目が世界各

地で開講されている。特に,連邦政府のりン

カーン・コミッションは,2016/17年までに年

間100万人の学部大学生がSAに参加すること

を目標に掲げ,2009年のSA基金法(S.473)は,

この目標達成に向けて,年間8千万ドル(約

100億円)の予算措置を法制化した(NAFSA

2009)。

SAは,国際的な視野や経験の獲得機会を大

学生・大学院生に提供し,アメリカの大学教育

の国際化を目的とした制度的取組である。ただ

しSAは,我が国で多くみられる国際教育の諸

活動とは,その実践の在り方が大きく異なる。

-157 ー

5 新しい国際連携活動~国外大学との協

働学修プログラム

繰り返しになるが,教員養成に係わる主体

(教員養成課程学生・教師教育者)のうち,学

生側にある問題には,(D国外渡航の関心がそ

もそも低く,(2)自らの外的世界である社会状



前期:総合演習科目を設置し協学修を実施

Mlch確an st急t.
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教員3名+学生

なかでも,国外渡航に必ずしも積極的ではない

学生集団を想、定し,国外渡航と国外での学修経

験をもつ学生数の増加を目的にプログラムが設

計されている点が特徴的である。また,国外で

正規科目を開講するにあたり,(1)その科目を

開講する大学の専任教員が随行して講義・演習

をおこない,(2)SAを開講する大学で単位取

得を目的に学ぶ正規学生を対象(ただし,単位

互換制度をもつ他大学の学生も履修できる)と

している。つまり, SAとして開講される科目

は,それが国外で開講されるという点を除いて,

科目の開講主体,実施主体および履修者は,

SAの実施大学が開講する講義科目を履修する

ことと同じ条件で履修できる。

ⅡEが実施したSA実態年次調査結果(2012n3)

は,前年比2.1%増の289,408人の学生がSAプ

ログラムに参加して単位を取得している(Fa卿gia

& Bandari,2015)。 SAは,参加学生数などの数

量的目標の達成において順調に進んでおり,参

加学生の国際的視野・知見の向上に有意である

ことも実証されている(MCKe0叩,2009)。し

国外で開講する正規科目( study Abroad)を;

島根大学に招致・協働学を実施

Vlr4ini急
CO"1monwe癖吐h

Univer$iヒy

D機会

図4

气t>、
GuestLectU門"としての教員

+協働学修に取り組む学生

教員1名+学生

Jニン・

国外大学正規科目を誘致した国際教育プログラム

根大学教育学部
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かし, SAプログラムに求められる改善点とし

て,(1)ヨーロッパ(英国)に集中する派遣対

象国・地域の多様化と,(2)ホスト国・地域の

大学や学生との有機的な協働の拡大の必要性が

指摘されている(GiHespieetal.,2009)。

喫緊の1正調査では,未だ半数以上(53%)

のSAプログラムが,ヨーロッパを派遣対象地

域としており,特にイギリスの占める割合(全

体の13%)が顕著である。文化的・歴史的に

親和性の高い国・地域にSAプログラムの目的

地が集中する傾向は,近年緩和傾向にあるもの

の,未だ課題として指摘されている。さらに,

SAの教育効果をめぐっては,ホスト国の大学

や学生との有機的な協働機会をもつプログラム

の質的有意性が実証されている。しかし,実際

にホスト国の大学等と連携した教育プログラム

を構築することは難しく,有機的な人的・知的

交流機会の確保が課題である(caligoiri,2012)。

アメリカの大学側がかかえるこれらの課題に

応答する具体的手段として,島根大学教育学部

(以下,国内大学)を会場に,協働してプログ
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ラムを設計することを提案した。この提案によ

り,アメリカの大学側は,日本での教育実践会

場の確保,日本人学生・研究者との協働学修の

企画・実践機会の確保,さらに地域学校訪問等

のエクスカーション機会の確保など, SAプロ

グラムがもつ課題の克服に直結するという圧倒

的利点を得る。

また, SAを受け入れる国内大学側は,国内

に居ながらにして米国大学の正規科目を聴講し,

米国の大学生及び研究者との協働学修機会を得

られる。さらに, SAは米国大学が実施する正

課の国際教育活動であるため,国内大学側には

誘致に係わる費用負担が原則発生しない(使用

教室やインターネット環境の提供,協働学修に

係わる日本人学生の調整と指導,また日本人学

生がおこなう学修活動に係わる負担は当然発生

する)国外渡航への関心が低く,情報収集に

消極的な学生集団に対して,国外渡航を伴う研

修・留学を推奨することは容易ではない。しか

し, SAを誘致することによって,学生を国外

派遣するまでもなく,国際研修や留学において

期待される学修経験を自国学生に供給すること

を可能にした。

さらに, SAはいわゆる「国際交流」を目的

とした国際教育活動でない。これは, SAを誘

致し,協働学修をおこなうことの利点として特

筆が必要な点である。先に示したように, SA

の多くは3ケ月の夏季休暇期問に国外で開講

する正規科目であり,教育目標と教育する内容

を明確に示したシラバスを伴う正課の教育プロ

グラムである。つまり,国際教育活動である

SAに期待される国際的視野・知見の獲得や,

多様性への理解や批判的思考力(クリティカル

シンキング)の形成(MCKe0叩,2009)は,

教員養成課程のグローバル化の実践と評価

あくまでも正規科目が設定する教育目標に付帯

する教育目標として設定されている。

このため,国内大学側は,アメリカの大学が

国外で開講するSAを盲目的に誘致するのでは

なく自らの教育目的に最適なSAプログラム,

を,アメリカの大学と協働立案し,その実践に

取り組むことが可能である。島根大学教育学部

では, USNewS誌のランキングで,過去20年

間連続で全米 1位にランク付けされた複数の

プログラム(=課程・講座)を擁し,その他の

プログラムの多くが常時10位以内にランキン

グされるなど,国際的に高い評価を得ているミ

シガン州立大学教育学部と協働し,教員養成科

目のSAプログラムを立案した。国際的評価の

高い教育学部の教員養成科目と,その科目を担

当する専任教員(研究者)及びそこで学ぶ教員

養成課程学生(学部学生)を招聰し,協働学修

の機会を得ることは,<教員養成教育>を目的

とした日米の教師教育者と学生との間で質の高

い学修機会を確保することに直結する。こうし

た大学間の国際連携・国際交流の在り方は,従

来の外国語能力の獲得や国際交流そのものに目

的を設定した国際教育活動とは,その内容,方

法,さらに理念において大きく異なる。

国内大学側は,ミシガン州立大学(後に,テ

キサス大学及びバージニア・コモンウェルス大

学とも協働し, SAプログラムを誘致)のSAプ

ログラムに対応する総合演習(教員養成課程選

択科助を用意し, SAで来日するアメリカの

教員養成課程学生等との協働学修をおこなった。

この科目が設定する教育目標についても同様に,

「外国語能力の獲得」や「国際交流」ではなく,

教員養成課程学生の教育観・社会観及び社会と

個人主体とをめぐる認識の相対化(価値相対化
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による省察)に設定し,履修要件には語学力等

を設定しなかった。

6 国内における国際教育プログラムの効果

(1)国際教育プログラム参加学生数にみる効果

SAプログラムを誘致し,来日した教員及び

学生との協働学修に取り組む教員養成課程科目

を用意することで,国内の教員養成課程学生は,

アメリカの大学での講義の経験と,協働学修を

通した価値相対化の経験を得た。さらに,日本

の大学生は,留学や国外研修に係わる金銭的

時間的負担や,異文化環境に飛び込むことへの

心理的不安が大幅に軽減されたなかで,国際教

育活動に参画する機会と経験を得た。

これまでにも,留学生などの外国人学生と

「交流」する課外活動に類したプログラムは多

くある。しかし,単なる「国際交流」に留まら

ず,留学や国外研修でおこなう目的を共有した

協働学修機会を得る取組は,国外渡航への関心

が低く,自己の外的世界を知ることに消極的な

学生集団に,自らの外的世界との係わりから得

られる学びの実感と,その学びへの関心を醸成

するうえで有効だろう。

関心を醸成することについての有効性は数値

にも現れている。平成23年度~25年度の 3年

間にSAプログラムと併行して開講した総合演

習を履修した学生は103名であり,教育学部学

生定員(680人)の15%にあたる。これは,平

成19年度に東京学芸大学が国外派遣した教員

養成課程学生の割合(0.18%)を大きく上回る。

SAプログラムの誘致による国内での国際教育

活動と,実際に国外に派遣する国外研修とを単

純比較することは適当ではない。ただし,国外

渡航への関心が低い学生に対して,国外研修で

おこなう外国大学の正規科目の受講と,共通の,

目的をもった協働学修を実施する経験の獲得と

いう点において,多くの教員養成課程学生にそ

の機会の提供を可能にした。

さらに,平成23年度~25年度に総合演習科

目を履修した学生(103名)のなかから,33名

(32%)がSAを誘致した大学と連携した3週間

の国夕1研修プログラムに参加した。このプログ

ラムに参加する学生への補助金などは用意され

ていないため,参加学生は渡航費,滞在費を含

む諸経費として25~30万円を負担している。

しかし,33%もの学生が比較的長期間,さらに

相当な自己負担を伴うにもかかわらず,アメリ

力の大学生と協働学修をおこなう国外研修に参

加したことは, SAプログラムを誘致した協働

学修の取り組みが,学生が国外渡航に対しても

つ障壁を低くし,自らの外的世界を知ることへ

の能動的姿勢を醸成した点において有意性を確

認できる。
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(2)国際教育プログラムの教育効果

上述のアメリカの大学との協働学修に取り組

む国際教育プログラム参加学生(n=103)を対

象に,調査票を用いた事前・事後調査を実施し,

プログラムの教育効果の測定方法を検討した結

果,以下の 3 点が明らかになった。第 1 に,

国際教育プログラムにおける事前指導の必要性

と有効性とを確認、した。第2 に,学生が国際

教育プログラムに参加する理由(動機)が,プ

ログラムを通した学びの実感に影響することを

確認した。第3 に,国際教育プログラムに参

加した学生が,国際教育から得られると認識・

実感する学びの要素がプログラム参加事前・事

後で大きく変化した。ここでは,それぞれに確



認した事項を,調査票から得られたデータをも

とにそれらの詳細を示す。

事前・事後調査では,アメリカの大学の正規

科目を誘致した国際教育プログラムに参加した

学生を対象に,プログラムに参加した目的を多

項目複数選択式回答と,自由記述式回答の両方

で調査した。自由記述式で得られた回答にテキ

ストマイニングをおこない,参加目的として言

及された語句をカテゴリ化した結果,「外国人」

との「交流」や「外国語」の「話すこと」と

いった,異文化や外国人(他者)に触れること

を目的としてあげる学生が全体の8割を超え

た(84.4%)。一方で,国際教育プログラムに

参加する理由として,「自ら」の「視点や価値

観」に言及する学生は全体の 3割(313%)に

留まった。この結果は,大部分の学生が(1)国

際教育プログラムから主体的に知識や学びを得

ようとする姿勢をもたず,(2)外国人と接触す

ることで,半ば自動的に学びが得られるという

誤謬をともなう受動的学修姿勢をもつことを示

U変する

一方で,多項目選択式調査の結果は,自由記

述式回答から得られた結果と一致しなかった

学生が自由記述式回答で期待する学びとして記

載した内容項目と,選択式回答項目で期待する

学びとして選択された項目との間にしかるべき

相関はみられなかった←=.10,P=".S.)。換言

すると,国際教育プログラムへの参加意識をめ

ぐる調査で,選択式回答では主体的な学びに係

わる項目を選択する一方,自由記述式では主体

的な学びについて言語化することが出来ていな

いこれは,学生が国際教育プログラムなどの

学修活動において主体的な学びが求められてい

ることを情報として理解しているものの,その

教員養成課程のグローバル化の実践と評価

理解が意識や態度として定着していないことを

示唆する。

これらの調査結果は,学生の学びをめぐる意

識調査における選択式設問による調査の限界を

示す。さらに,教育実践,特に多様な他者との

関わりを通して学ぶ国際教育プログラムにおけ

る教育実践に於いて,その学修効果を追求する

うえで,主体的な学びの重要性を単に知識とし

てもつのではなく,意識・態度へと昇華させる

事前指導の必要性は明らかである

第2 に,国際教育プログラムへの参加理由

が,事後調査時の学生の学修実感に影響を与え

る可能性が明らかになった。参加理由がプログ

ラムから得る学びの質に与える影響を測定する

ため,多変量解析によって,参加理由の違いか

ら導かれる学びの種類を予測した。この結果,

「単位取得」を参加理由とした群は,プログラ

ム終了後の調査において「外国語で会話する能

力の不足」(Pく.05)を実感としてあげていた。

これに対して,異質な他者との係わりによる

「自身の成長」を参加理由とした学生群は,自

らに不足する能力として,「他者視点から批判

的に考察する能力」(Pく.05)をあげていた。

「他者視点から批判的に考察する能力」は,

教員養成教育が重視する教師の「省察力」に直

結する。自らの経験や実践を,学習者の多様な

視点や経験に裏打ちされた異なる価値観を尊重

して批判的に考察する能力は,特に多様化が進

む教育環境と学習者の二ーズに応答する教師に

求められているこの分析結果は,教員養成教

育としておこなう国際教育プログラムが,まさ

にこうした多様性を前提とした批判的考察の必

要性を実感させることに有効である点を示すと

同時に,国際教育プログラムに参加する学生に
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対する計画的な事前指導の必要性を明らかにす

るさらにこの結果は,国際教育プログラムヘ

の学生の参加をうながすうえで,単位取得機会

を確保するといった制度論的検討に留まらず,

期待される学修効果について明確に意識づける

取り組みの有意性を示す

最後に,アメリカの大学との協働教育プログ

ラムに参加する前の学生に,国際教育活動にお

いて自らに不足する能力を多項目複数選択式で

自己評価した結果について因子分析をおこなっ

た。この結果,異文化理解能力」と「外国語

能力」とが同種類の能力と認識されていること

が明らかになったこれらの 2つの能力は,

従来から多くの国際教育フログラムか,その実

施目的として併記する傾向が強いこうした従

来の国際教育プログフムで般的に尓される教

育目的が,個々の学生が国際教育に参加するに

あたり必要と感じる資質能力のイメージの形成

に影響していると考えられる

さらに,同じ調査をアメリカの大学との協働

学修の実施後に同じ学生を対象におこなった

この事後調査の結果,国際教育活動に対して学

生がもつ能力感は,(1)「外国語能力」,(2)「異

文化理解能力」,そして(3)「批判的省察力

と「客観的考察力」の3群に分類された(表

2)

表2 学生が自らに不足していると実感した資質能力

調査項目(事前・事後調査)
調査設問 分類

批判的省察力自己を批判的に省察する力

自己を客観的に認識する力 客観的認識力

外国語能力A外国語コミュニケーションカ

外国語読解力 外国語能力 B

相手の文化習の知識 異文化知織A

相手の社会常識の知識 異文化知識B

具体的な他者の視点から考察する力 他者視点A

他者の経験を推察する力 他者視点 B

ここで特徴的な点は,事前調査では同種類の

能力と認識されていた異文化理解能力」と

外国語能力」とが,それぞれに異なる能力と

して認識されている点があるさらに「外国語

プログラムが想定する
副次的な目的

プログラム上の位置づけ

ブログラムが
意図する目的

想定の外部の目的



能力」が,異文化理解能力を形成する諸要素の

全てから切り雛されていることは,興味深い

これは,国際教育プロジェクトにおける異文化

理解を追求することにおいて,外国語能力は必

須でないという学修者の気づきの現れと言える

この結果が示唆することは,国際教育プログ

ラムを設計・実施する側に,新しい知見を与え

る。つまり,国際教育活動における学びを保証

するためには,学修者の外国語能力の有無が重

要という認識を脱構築する国際教育プログラ

ムの設計・実施において重要な要素は,そのプ

ログラムが追求する「学び」を明確にすること

であり,国外渡航や異文化交流は,その「学

び」を構築するために用いられるカリキュラ

ム・ツールに過ぎない。

すべてのカリキュラム・ツールがそうである

ように,ツールを有効化するためには,その

ツールを用いて目的とする「学び」に到達させ

るぺダゴジーが不可欠である。同様に,国際教

育プログラムにおいても,単に学生を国外に派

遣することや,異文化交流や国際交流の推進を

図るといったカリキュラム・ツールを拡大・拡

張することにとどまらず,国際教育が追求する

(または追求できる)学びの設定と,そこに至

るぺダゴジーの重要性は明らかである。

員の側にある課題の検討は不十分だった。本稿

は,教員養成課程で学ぶ学生と教師教育者であ

る教育学部教員の国際的教育活動および研究を

めぐる意識の実態把握を基に,教員養成の国際

化と教員養成教育として有効な国際教育プログ

ラムの在り方を追求する取り組みについて,現

時点での成果を示した。

教育学部入学時点で実施した学生の意識調査

は,(D 国外渡航への関心力温夏著に低く,(2)社

会状況を知ることについても消極的かつ受動的

な学生像を明らかにした。さらに,教育学部で

教師教育を担う教員を対象にした意識調査の結

果も,教員自身が研究および教育活動において

国際的な取り組みを進めることについて消極的

であるという実態を明らかにした。現在,教員

養成課程に在籍する学生の留学や研修を目的と

した国外渡航を支援する制度的枠組みの検討が

進められているが,本稿で示した調査結果は,

制度論的パラダイムに基づく問題認識のあり方

と,課題解決に向けた検討が,現有課題の克服

に十分とは言えないことを示した。その上で,

教員養成課程学生およびその教育を担う教師教

育者(教育学部教員)の側に内在する消極性を

克服する国際教育プログラムの設計の必要性を

示した。

その上で,国外渡航への関心が低い教員養成

課程学生に,国外留学に類似した経験と協働学

修の機会を確保し,学生の国外渡航および外的

世界の異質な他者との協働による世界観の変化

を図る必要から,米国大学が国外で開講する正

規科目を誘致し,協働学修プログラムを実施し

た特に,単に国際交流をおこなうことではな

く,教員養成教育の目標を共有した協働学修を

おこなうことを重視した。これにより,日米の

教貝養成課程のグローバル化の実践と評価

7 結語

学士教育および教員養成教育の国際化が求め

られる一方で,国際教育プログラムの在り方を

めぐる実証研究は十分ではなかった。また,学

生の国外留学や研修を目的とした渡航実態の低

迷が1尉商されるなかで,大学教育のセメスター

制の導入や単位互換制度の検討といった制度的

な課題解決が推進されてきたが,学生や大学教
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学生がそれぞれの教育観の差異を発見し,その

理解形成に取り組む実践が可能になった。この

国際教育プログラム単独で,教員養成課程学生

全体の7%を超える学生が国際的教育活動に参

加し,そのうちの32%が誘致した米国大学で

実施する協働学修プロジェクトに参加するため

に国外渡航をするという成果をみた。

本稿は,さらにこうした国際教育プログラム

に参加した学生を対象に,事前・事後調査を実

施し,学生がもつ国際的教育活動へのイメージ

と,イメージと学修実感との関係を明らかにし

た。この調査分析結果は,国際教育プログラム

に期待される異文化との交流や外国語を用いた

活動が,教育目的を達成するためのカリキュラ

ム・ツールに過ぎないことを示した。言い換え

れば,異文化交流や外国語活動は,国際教育プ

ログラムが主たる目的として設定する対象では

なく,国際的教育活動が設定する「学び」を具

体化するためのカリキュラム・ツールであるこ

とを,改めて確認した。

本稿が示した各視点は,改めて,教員養成教

育(および学士教育)の国際化を具体化する上

で,制度的課題に偏重した検討が必ずしも有意

ではないことを確認する。我が国の大学教育お

よび教員養成教育の課程にある諸課題を解決し,

留学や国外研修などを実現しゃすくする制度的

取り組みは不可欠である。一方で,学習者およ

び教師教育者にみられた国際的教育・研究活動

への消極性を克服し,教員養成教育が追求する

「学び」を具体化するカリキュラム・ツールと

しての国際教育活動のあり方を決定するぺダゴ

ジーの検討が求められる。

本稿では,島根大学教育学部で報告者らが実

践を進めている国際教育活動のうち,教員養成

課程学生を対象にした取り組みの一部を対象に,

理論的背景と現状課題,そして実践内容とその

効果分析の結果のみを示した。また,教員養成

教育を担う教師教育者を対象にしたFDを組み

合わせた取り組みとその効果分析についても,

すでに実施しているが,紙数の都合から本稿で

紹介することはできなかった。FDを組み合わ

せた国際教育プログラムの具体的内容および効

果分析は,随時報告する。
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「外国語能力」については上杉が課題として示す

なかで言及しているが、本稿は、「外国語能力」

に特定した目的を国際教育の目的に設定する立場

をとらない。

ただし、公的投資が減少している人文社会系学生

の参加率が減少傾向にあるのに対して、教育学部

学生の参加率は4%台で推移している。この背景

には、積極的な教貝養成教育の国際化にむけた取

り組みがあることを注記する必要がある。

2

注
1



Globalization ofTeacher Education 血 JaP飢: practice a11d Evaluation

Key words :teachereducation, globaleducation,study abroad, C如icU1山n evaluation

Abstract

In the globalization ofteacher education, we have

not yet discussed global education in the context of

teacher education. what is necessary fbr the field of

teacher education is (D to build a discourse treating

global education as an element ofteacher education

Curricula,(2)to develop and practice globaleducation

Programs that implement this idea, and (3) to build

the evaluation system to assess the effectiveness and

Validi司, ofthese globaleducation prog抑S.

In this proposal,、ve wi11introduce our research

results demonstrating our practice and the 1Ⅱlderlying

theory. The first research identified problems in global

education in teacher education associated Mth human

The results revealed a sedous lack ofawareness and

a廿itudes among f乞Culw ofteacher education that are

indispensable as subjects to practice global education

for students in teacher education. There is an ur8ent

need to build a shared 山lderstanding ofthe importarlce

to incorporate the concept of global education in

research as 、NeⅡ as education in teacher education.

The third research introduced an exalnple ofglobal

that has been built into teachereducation

YUNTAMaMto

(shilnarle unive婚iw)

KAGAWANaomi

(sh血a11e unive鵡iw)

仏Ctors,including the a杜itudes of universiり, students

enr011ed in teacher education toward globalization.

ne results uncovered the characteristic of the target

Of global education,、vhich sU8gests the need of a

Paradigm shi丑 in our 、¥ay oftackling di価Culties in

Promoting globaleducation in teacher education.

Ihe second area ofresearch examined the a出tudes

Offaculty in teacher education toward globalization

in their research as 、ve11 as educational practices.

Progam

education cwdcula.1t discusses the key components

Of the program and the results of the program

e丑'ectiveness evaluation. A study abroad pr0即'am has

been developed in c011aboration with Michigan state

Universiw, with seminars provided in the FacU1ぢ, of

Education at shima11e universiw 、uhere professors of

both univerS論es co・build class lectures, projects, and

assigr血entstogether. ne signi6Catlce ofthis pr0即'am

iS 壮latit a110、VS Japa11ese students to expenence 0価Cial

US. universiり, classes 、vhile in Japan. This program

OHers Japanese students a relatively less t11reatening

and more economicalabroad envir01血entto discover

the value and importa11Ce ofle釘rlinga11d workingMth

OtherS 負'om dia'erent cultures.
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